
（単位：件、千円、人）
◎部局別取組状況

部局名 新規雇用

防災対策部

戦略企画部

総務部

健康福祉部 1 607 1

環境生活部 2 3,997 7

地域連携部 1 929 3
農林水産部 3 12,138 33

雇用経済部 24 33,301 135
県土整備部 1 1,371 3

出納局

教育委員会 6 19,501 31

警察本部 2 911 5
計 40 72,755 218

◎分野別取組状況

分野区分 件数 事業費 新規雇用

介護・福祉 1 607 1

子育て

医療

産業振興 12 8,653 26
情報通信 1 929 3

観光 5 2,951 14
環境 1 1,371 3

農林漁業 3 12,138 33
治安・防災 2 911 5

教育・文化 7 22,060 36

その他 8 23,135 97
計 40 72,755 218

事業費

震災等緊急雇用対応事業

件数

緊急雇用創出事業一覧表

別紙１



平成２４年度 １２月補正予算　緊急雇用創出事業 事業計画書

番号 部局
名

新規
増額
の別

事業名 事業内容

委託
・
直営
の別

12月補正
事業費
(千円）

新規
雇用
人数

震災等緊急雇
用対応事業の

分野

1 健康
福祉
部

新規 介護職員処遇改
善推進緊急雇用
創出事業

介護職員の処遇改善加算制度が創設されたこ
とに伴い、介護保険サービス事業者から、処
遇改善計画書等を提出してもらい、加算分の
活用状況を確認し、制度の円滑な移行を図
る。

直営 607 1 介護・福祉

2 環境
生活
部

新規 新県立博物館資
料活用推進準備
事業

県立博物館収蔵の資料・写真・図書類につい
て、新県立博物館での活用準備に資するた
め、デジタルデータ化を行うとともに、移
転・配架準備にむけたバーコードシール付与
および梱包作業等を行う。

直営 2,559 5 教育･文化

3 環境
生活
部

新規 女性の就労継
続・職場復帰支
援事業

女性の就労継続や育児休業からの円滑な職場
復帰の取組促進のため、企業等の取組状況を
診断し、アドバイスを行うとともに、仕事と
家庭の両立や円滑な職場復帰に関するセミ
ナーを実施する。

委託 1,438 2 その他

4 地域
連携
部

新規 小学校通学路主
題地図調製支援
事業

県内小学校の校区および通学路の情報をさま
ざまな政策決定の基礎資料として活用するた
め、デジタル地図と重ね合わせることが可能
なGISデータとして整備する。

委託 929 3 情報通信

5 農林
水産
部

増額 農業版地域人材
育成緊急雇用創
出事業

地域を代表するモデル的な農業経営を実践して
いる農業経営体において、農業就業に必要な知
識・技術を習得のための研修を実施し、農業分
野での人材を育成する。

委託 3,601 15 農林漁業

6 農林
水産
部

新規 学校飼育動物衛
生調査緊急雇用
創出事業

家畜伝染病監視の一環として、小学校等で飼
育されている動物（家畜種）に関する情報の
収集、飼育環境や衛生水準の調査を行い、県
の防疫監視計画に反映する。

直営 762 1 農林漁業

7 農林
水産
部

増額 バンブーバス
ターズ事業

県内２０００haの竹林を対象に、スギやヒノ
キ林に侵入した竹を駆遂するほか、放置竹林
を適正な状態に誘導・再生し、防災上、景観
上の問題を解決する。

委託 7,775 17 農林漁業

8 雇用
経済
部

増額 新たな産業振興
プロジェクト等
業務推進緊急雇
用創出事業費

新たな産業振興プロジェクトの検討等に必要
な現場ニーズや各種データ等の収集・整理を
行う。

直営 1,273 2 産業振興

9 雇用
経済
部

新規 障がい者の商品
づくり推進緊急
雇用創出事業

民間企業等で商品開発を行っていた専門家を
雇用し、就労支援事業所での売れる商品づく
りを支援するとともに、県内の事業所から優
れた授産品を選定し、カタログ等を作成し、
販売を促進する体制づくりを目指す。

委託 735 2 その他

10 雇用
経済
部

新規 障がい者雇用実
態調査緊急雇用
創出事業

県内の全雇用保険加入事業所を対象に障がい
者雇用の実態に関する調査を実施し、障がい
者雇用の進捗状況を示す新たな指標づくりを
行う。

直営 5,731 6 その他
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11 雇用
経済
部

増額 障がい者雇用企
業情報コーディ
ネート緊急雇用
創出事業

障がい者の雇用を支援している団体、及び機
関の持つ障がい者雇用等に関する事業所の情
報の収集と、新たな障がい者の求人開拓を行
い、福祉圏域ごとに体系的な事業所情報を構
築する。

直営 4,353 4 その他

12 雇用
経済
部

増額 障がい者雇用ア
ドバイザー緊急
雇用創出事業

障がい者雇用アドバイザーが企業を訪問し、
求人情報の収集、障がい者雇用促進にかかる
啓発、障がい者雇用にかかる制度活用への助
言などを行う。

直営 175 2 その他

13 雇用
経済
部

増額 新卒未就職者地
域人材育成事業

厳しい雇用情勢が続く中、就職先が決まらな
いまま高等学校や大学等を卒業した新卒者等
が、職業人として必要となる基礎的な知識や
職場で必要となる基本的な技術を習得し、就
職していけるよう研修や技能訓練の機会を設
ける。

委託 8,043 75 その他

14 雇用
経済
部

新規 若年無業者就労
支援強化緊急雇
用創出事業

若年無業者の職業的自立のためには、職業能
力を高めることが重要なことから、若年無業
者の就労支援機関において、若年無業者が自
立訓練や就労体験を通じて、職業能力の開発
を行い、職業的自立を促進する。

委託 2,012 4 その他

15 雇用
経済
部

増額 若年者キャリア
サポート推進緊
急雇用創出事業

民間団体等に委託し、高校生等が職場見学で
きる企業、企業での若手職員に対する研修や
相談窓口の設置など早期離職の取組状況等の
情報の収集･提供を通じて、高校や企業等で
の若者の職場定着に向けた取組を支援する。

委託 648 2 その他

16 雇用
経済
部

新規 みえスマートラ
イフ推進協議会
運営等緊急雇用
創出事業

「みえスマートライフ推進協議会」では、全
体会（年１回）、企画運営委員会（年数回）
のほか、３部会（年数回）、４プロジェクト
研究会（年数回）の運営調整を行うほか、関
係分野の最新動向情報等の収集・整理を行
う。

直営 210 1 産業振興

17 雇用
経済
部

新規 首都圏情報発信
及び「三重のコ
ンシェルジュ」
育成事業

首都圏において三重の魅力を情報発信し、三
重県の認知度の向上につなげる。また、首都
圏営業拠点設置に向け、県内での実地研修等
によるスタッフの知識習得、接客サービスの
向上などの人材育成を行う。

委託 1,493 6 産業振興

18 雇用
経済
部

新規 関西圏認知度意
向調査事業

関西圏において三重の魅力を効果的に情報発
信するため、エリアごとに細分化されたニーズや
飲食店の意向等関西圏の動向を把握し、戦略
的な事業展開につなげる。

委託 580 2 産業振興

19 雇用
経済
部

新規 三重のええとこ発
見、地域資源・生
産者情報整備事
業

首都圏営業拠点等で展開する県の営業活動に
活用するため、三重県内でこだわりの生産物、
優れた技術などを有している小規模生産者、地
域の祭りや風習などの情報を調査、整備する。

委託 1,687 4 産業振興

20 雇用
経済
部

新規 ものづくり販路
開拓・技術高度
化等支援緊急雇
用創出事業

　ものづくり中小企業の新たな販路開拓、技
術力向上を支援するため、これまでの実績を
取りまとめ、今後の商談会等の運営や技術支
援などに活用する基礎データを作成等を行
う。

直営 668 3 産業振興
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21 雇用
経済
部

新規 地域資源を活用
した食品開発支
援緊急雇用創出
事業

地域資源を活用した新商品開発事業等で実施
する企業との共同研究事業について研究員の
業務を補助することで効率化をはかるとともに、
雇用者の専門的な技術のスキルアップをはか
る。

直営 197 1 産業振興

22 雇用
経済
部

増額 地域資源を活用
した食品産業振
興緊急雇用創出
事業

地域資源活用関連の商品を持つ食品関連事業
者等のインターネットを活用した情報発信や
販路開拓の取組を支援できる地域人材の育成
を行う。

委託 290 1 産業振興

23 雇用
経済
部

新規 地域資源関連商
品情報発信緊急
雇用創出事業

中小企業者等による地域資源を活用した取組
を支援するため、地域資源関連商品の背景
（想いや産地の歴史、資源の魅力）など、販
路開拓に資する情報を整理するとともに、冊
子やＨＰなどにより、バイヤーや消費者等を
対象に情報発信を行う。

委託 832 2 産業振興

24 雇用
経済
部

新規 環境・エネル
ギー関連外資系
企業発掘・誘致
緊急雇用創出事
業

環境・エネルギー関連分野に属する外資系企
業の発掘調査・誘致活動を効果的に行うた
め、情報を収集・整理するとともに、英文に
よる資料の作成や英語能力を活かした企業訪
問による企業誘致活動を行う。

直営 108 1 産業振興

25 雇用
経済
部

新規 ものづくり中小
企業データマッ
プリニューアル
緊急雇用創出事
業

「ものづくり中小企業データＭＡＰ」は平成
19年から県内の中小企業の技術等を調査して
データーベース化を行いＨＰに掲載している
が、より正確な情報を提供するため、調査員
を雇用しデータの更新を行う。

委託 799 1 産業振興

26 雇用
経済
部

新規 製造現場課題発
掘支援緊急雇用
創出事業

企業の製造・生産現場に出向き、企業の喫緊
の技術課題を発掘解決するために、工業研究
員の業務を補助することで効率アップを図る
とともに、雇用者の専門的な知識のスキル
アップを図る。

直営 516 2 産業振興

27 雇用
経済
部

新規 観光関連緊急雇
用創出事業費
（広域観光案内
業務）

観光客の周遊性・滞在性の向上に繋げるた
め、県内観光案内所の機能の充実と案内所間
の情報共有を図り、観光ＰＲを行う。

委託 785 5 観光

28 雇用
経済
部

新規 観光関連緊急雇
用創出事業（小
説等をテーマに
したガイドブッ
クによる観光客
誘致促進事業）

小説、ドラマ、映画の舞台となった観光ス
ポットやその地域の観光情報を紹介するガイ
ドブックを作成する。

委託 756 3 観光

29 雇用
経済
部

新規 観光関連緊急雇
用創出事業（三
重の旅ＰＲ業務
委託）

県内の主要観光施設や三重県と歴史的つなが
りを有する老舗百貨店において、観光パンフ
レットの配布や各種イベント開催など観光Ｐ
Ｒを実施する。

委託 669 3 観光

30 雇用
経済
部

新規 観光関連緊急雇
用創出事業（遷
宮を好機とした
伊勢志摩観光Ｐ
Ｒ事業）

伊勢志摩地域の魅力を県内外にＰＲするとと
もに、遷宮後の誘客につなげるため、観光客
のニーズ調査を行う。

委託 562 2 観光
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31 雇用
経済
部

新規 観光関連緊急雇
用創出事業（観光
活性化検討事業）

平成２４年度に実施する観光地域経済調査の結
果をもとに、観光が地域経済に及ぼす効果を高
めるための方策を検討する。

直営 179 1 観光

32 県土
整備
部

増額 違反屋外広告物
対策事業

良好な景観の形成及び住民等に対する危害の
防止を促進するため、違反屋外広告物の監
視・指導等を行う。

直営 1,371 3 環境

33 教育
委員
会

増額 就業体験拡大充
実緊急雇用創出
事業

中高生の就業体験の拡大・充実を図るため、
就業体験拡充支援員を配置し、就業体験受入
事業所の開拓や就業体験を効果的に行うため
の学校等への支援を行う。

直営 1,818 2 教育･文化

34 教育
委員
会

新規 近畿高等学校総
合文化祭連絡調
整員緊急雇用創
出事業

第３３回近畿高等学校総合文化祭（三重大
会）の開催に当たり、事務局業務補助員を雇
用し、大会準備業務を行う。

直営 559 1 教育･文化

35 教育
委員
会

増額 特別支援学校企
業就労実現支援
緊急雇用創出事
業

特別支援学校に職域開発支援員を配置し、生
徒の適性と職種・業務とのマッチング、職場
開拓のための企業交渉等を行うことにより、
新たな職域の開発を図るとともに、企業への
就労を支援する。

直営 6,198 9 教育･文化

36 教育
委員
会

増額 特別支援学校外
国人児童生徒学
習支援相談員緊
急雇用創出事業

特別支援学校に在籍する外国人児童生徒及び
保護者への学習支援や生活支援等のため、通
訳を拠点校に配置し、巡回相談等を行う。

直営 1,301 2 教育･文化

37 教育
委員
会

新規 いじめ巡回相談
員配置事業

当事業（24～25年度）により、16人（いじめ
巡回相談員15人、連絡調整員1人）の雇用を
創出するとともに、小学校における相談機能
の充実を図り、いじめ、不登校などの未然防
止を図る。

直営 9,088 16 教育･文化

38 教育
委員
会

新規 第５５回全国社
会教育研究大会
三重大会開催準
備事業

三重大会に関する事務を全国の教育委員会か
らの資料や通知等の受付や発送業務を行うと
ともに、大会に関する通知や資料の印刷、製
本を行います。さらに、大会や体験活動の
ホームページの管理と更新作業を実施する。

直営 537 1 教育･文化

39 警察
本部

増額 「非行少年を生
まない社会づく
り」推進事業

少年の非行防止と健全育成を図るため、警察
本部、少年サポートセンター及び各警察署と
連携して、広報啓発活動、非行少年等の立ち
直り支援活動及びボランティア等と連携した
「少年への声掛け運動」を実施する。

直営 363 2 治安･防災

40 警察
本部

増額 特殊詐欺撲滅対
策事業

振り込め詐欺を始めとした特殊詐欺は増加傾
向にあるため、犯行に使用される携帯電話等
に警告電話をかけ、犯行ツールを使用不能に
するなどし、特殊詐欺事案の撲滅を図る。

直営 548 3 治安･防災


